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月 （米国連邦準備制度理事会）バ ナ キ議長 会見後 米国長期金利は上昇し 株価は世界的に
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米国リート相場の下落が続いています。米国では5月 （期間 2013年2月1日 ～ 2013年6月20日）
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6月19日、FRB（米国連邦準備制度理事会）バーナンキ議長の会見後、米国長期金利は上昇し、株価は世界的に下
落、米国リート市場でも調整が続いています。
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米国リ ト相場の下落が続 て ます。米国では 月
に入り長期金利がいち早く上昇傾向を示していましたが、
5月22日のFRB議長による議会証言をきっかけに米国株
式市場が下落に転じ、この影響が米国リートなど他市場
に波及したものとみています。

この議長証言については現在の量的緩和政策は継続
するが、雇用情勢の改善がみられた場合には資産購入
の縮小があり得るとしたもので、年内には量的緩和策の
縮小に動く可能性を示唆したものでした 米国の量的緩

（期間 2013年2月1日 ～ 2013年6月20日）
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出所 ： Bloombergより明治安田アセットマネジメント作成

縮小に動く可能性を示唆したものでした。米国の量的緩
和の規模は極めて大きく、その縮小は世界の金融市場
に多大な影響を与えると考えられており世界の金融市場
での調整色が強まりました。

さらに、6月18、19日のFOMC（米国連邦公開市場委員
会）後の会見においても景気は緩やかに拡大しており、
雇用情勢も改善が続いているとし、量的緩和縮小スケ
ジュールに具体的に言及し景気や雇用の好転持続を条
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《米国10年国債利回りの推移》

件に年内に縮小をし、2014年中には終了することを示唆
しました。この証言を受けて米国長期金利は上昇し、株
価は世界的に下落、米国リート市場でも調整が続いてい
ます。

特に、米国リート市場では配当利回りの低下が進んで
いたため、上昇した長期金利との比較から割高感も強ま
り調整局面が長引いているものとみられます。ただ同時
にFOMCでは失業率が6 5％程度に落ち着くまではゼロ
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2.5 にFOMCでは失業率が6.5％程度に落ち着くまではゼロ
金利政策を継続することを決めており、議長は資産購入
額の縮小開始が引き締めを意味するものではないことも
表明しています。

6月20日 6月13日 1週間 1ヵ月間 3ヵ月間

米国普通リート 10,848.01 11,549.73 -6.08% -15.42% -5.71%

米国優先リート 2,090.26 2,105.87 -0.74% -5.28% -3.06%

騰落率指数値

基準日：2013年6月20日
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●当資料は、明治安田アセットマネジメント株式会社がお客さまの投資判断の参考となる情報提供を目的として作成したものであり、投資勧誘を目的

とするものではありません。また、法令にもとづく開示書類（目論見書等）ではありません。当資料は当社の個々のファンドの運用に影響を与えるもの
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出所 ： Bloombergより明治安田アセットマネジメント作成

※「期間別騰落率」の各計算期間は、基準日から過去に遡った期間の応答日までとします。

※米国普通リート指数にはFTSE NAREIT All Equity REITs指数、米国
優先リート指数には ウェルズ・ファーゴ・ハイブリッド＆優先リート指数
を使用しています。
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お取引にあたっての手数料等およびリスクについて 

手数料等およびリスクについて 

 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店
担当者）経由で国内委託取引を行う場合、約定代金に対して最大 1.20750％（但し、

最低 2,625 円）の委託手数料（税込）が必要となります。また、外国株式等の外

国取引にあたっては、現地諸費用等を別途いただくことがあります。 

 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動による損失が生じるおそれがありま
す。また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動のほかに為替相場の変動等

による損失が生じるおそれがあります。 

 信用取引を行うにあたっては、売買代金の 30％以上で、かつ 30 万円以上の委託保
証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行うこと

ができることから、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあり

ます。 

 債券を当社との相対取引により売買する場合は、その対価（購入対価・売却対価）
のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水準の変動等により価格が上

下し、損失を生じるおそれがあります。外貨建て債券は、金利水準の変動に加え、

為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。また、債券の発行者ま

たは元利金の支払いを保証する者の財務状況等の変化、およびそれらに関する外

部評価の変化等により、損失を生じるおそれがあります。 

 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された販売手数料および信
託報酬等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変動等

による損失を生じるおそれがあります。 

ご投資にあたっての留意点 

 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等
書面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。 

 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開
示が行われていないものもあります。 
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